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Crisis Intervention and Emergency Support in Clinical Psychology at Schools
山 本 健 治 ＊
Abstract
Schools in Japan today find themselves in a serious situation wherein they face many problems,
including bullying, truancy and violent conduct. Teachers struggle to deal with these problems on a
daily basis. In addition, separate from the day-to-day problems mentioned above, there may also be
pressing needs for crisis support at any moment, such as when child students are affected by natural
disasters or are caught up in various incidents and accidents. However, it is difficult for teaching staff
alone to provide specialist psychological support to these child students and other children in the area.
In such instances, psychology specialists such as clinical psychologists may be called in from outside as
a matter of urgency to help with the provision of support.
Accordingly, this research has clarified the issue of how psychology specialists such as clinical
psychologists ought to participate in schools when schools face such pressing needs for crisis support.
In other words, this research has looked into the state of crisis intervention and effective support for
child students, guardians and teaching staff, and based on this we have trialed several proposals aimed
at establishing emergency support systems in schools.
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 問題と目的
今日、我が国の学校には、いじめ問題や不登校、
暴力行為等多くの生徒指導上の課題が山積し、深刻
な状況にあり、教職員は日々対応に苦慮している。
また、そのような日常的な問題への対応とは別に、
児童生徒が自然災害によって被災したり、事件・事
故に巻き込まれた場合などは、たちまち危機対応を
迫られる。しかしながら、当該児童生徒やまわりの
児童生徒への心理的支援といった専門的な対応まで
を教職員が担うことは難しい。そのような時、外部
から臨床心理士等が心理の専門家として緊急的に学
校に関与することがある。
本来、危機は突発的且つ衝撃的な出来事（災害・
事件・事故等）をきっかけに生じる個人ないしその
家族を対象とした個人的危機を指すことが多い。し
かしこのような出来事は決して個人や家族だけに起
こるものではない。この個人や家族を襲う危機は、
まわりの児童生徒や教職員に、ひいては学校全体に
影響を与えることもある。また、大災害等により学
校全体が危機に晒され、学校そのものの存続に関わ
るような事態が発生することもある。
1995年月に発生した阪神淡路大震災直後に筆者
も心理的支援の一端を担った経験がある。大震災は
未曾有の被害をもたらし多くの人々の心を傷つけ、
まさに危機に陥らせる脅威、恐怖体験そのものだと
言える。
そこで本研究では、このように学校が危機対応を
迫られる時、外部から派遣される臨床心理士等はど
のように学校に関与すべきなのかを明らかにするこ
とを目的とした。そして危機介入の在り方及び児童
生徒及び保護者や教職員への効果的な緊急支援の在
り方を模索し、その上で、学校の緊急支援体制の確
立に向けたいくつかの提言を試みたい。
 学校危機
（）危機とは何か
①危機の意味
危機（crisis）という意味はギリシャ語のカイロ
スという言葉に由来していると言われている。
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crisis というのは、時代の大きな変わり目を意味し
ており、可能性が二つある場合に、どちらに向かう
かわからないことを指す｡このことを石井（1991）
はヒポクラテス医学を例に、「症状が安定していな
いで、どちらになるかわからない、生きるか死ぬか
どちらになるか、あるいは急に弱って死ぬかもしれ
ないし、意外にもち直して回復しだすかもしれない
ようなとき、その分れ目のところを危機という｡｣1)
と解説している。
また、crisis は辞書によると、「分かれ目」「峠」
「危機」とある。日本語でいう「危機」も「危」は
不安、危険を伴うものであり、「機」は転機の機で
あり、機が熟した時または飛躍する時と記されてい
る。まさに「危」という危険と「機」という転機の
両価性の意味を有していると理解できる。
②危機の定義
危機状態とは Caplan, G. (1961）によると「人生
上の重要目標が達成されるのを妨げられる事態に直
面した時、習慣的な課題解決法をまず初めに用いて
その事態を解決しようとするが、それでも克服でき
ない結果発生する状態｣2)としている。
すなわち、危機状態とは、突如、予期せぬ圧倒的
な脅威が個人又は集団に降りかかり、そのことに伴
い大切な人や物を喪失する体験をした時に陥る心の
状態と言える。
（）学校コミュニティにおける危機
学校コミュニティにおける危機について、上地
（2003）が指摘する段階のレベル（個人レベル、
学校レベル、地域レベル)3)を参考に述べる。
①個人レベルから地域レベルに及ぶ危機
学校コミュニティの構成員である児童生徒、教職
員、場合によっては保護者においても、個人的に上
記のような脅威や喪失体験に遭遇したとき、危機状
態に陥ることは決して例外ではない。そして児童生
徒に目を向けるとき、重篤なものばかりではないと
しても個人的な危機状態は日常的に起こっていると
いっても過言ではない。この場合、危機状態が特定
の個人に留まっている限り、その個人的危機は学校
コミュニティが日常的に備え持っている機能をもっ
て対応することが可能であろう。このことについて
は窪田（2010）が「学校コミュニティは本来、構成
員のケアをその機能として担っている」とし、「構
成員である個々の児童生徒が個人的な危機状態に
陥ったとしても、危機状態が特定の個人に限られて
おり、その深刻さの程度が一定範囲に留まっている
限り、それらの危機は学校コミュニティの日常的な
機能範囲内で十分に対応可能である。｣4)と指摘して
いることからも理解できる。具体的には教職員や保
護者のサポート、場合によっては友人も有効な人的
資源となり、個人的な危機状態からの脱出が可能と
なる。しかしながら、危機状態をもたらす事故・事
象が深刻である場合、危機状態は個人のレベルに留
まらず構成員の多くが危機状態に陥ってしまう。こ
れに対して学校コミュニティは通常の対処機能では
対応しきれず、学校コミュニティそのものが危機に
晒され混乱状態に陥ってしまう。一方、大震災等の
災害により危機状態が学校レベルを超え、地域レベ
ルで危機状態に陥ることもある。
②各レベルの危機内容とその対応
上述したように学校コミュニティで起こる危機に
は個人が体験する個人レベルのものにから、学級・
学年や学校全体が直面するような学校レベル、そし
て地域全体にも影響が及ぶ地域レベルのものがあ
る。
個人レベルの危機とは、個人がいじめ被害を受け
ること、不登校に陥ってしまうこと、自傷行為を繰
り返したり、摂食障害に陥ってしまうことなどが該
当する。また虐待を受けること、大きな怪我をする
ことや深刻な病気に罹患することもそうであろう。
このような場合、どのような対応が求められるので
あろうか。まず、身近な保護者や教職員、スクール
カウンセラー（以下、SC と記す）による一次的な
支援の他、場合によって医療機関での治療や専門機
関によるカウンセリングや保護等による支援が必要
となる。
次に学校レベルの危機とは、校内でいじめ事象が
生起していること、学級崩壊や学校崩壊が起こって
いること、対教師暴力も含め校内暴力が発生してい
ること、学校管理下における校内事故が起こった時
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4）窪田由紀（2010）「学校コミュニティの危機」『危機への心理支援学』日本心理臨床学会編、遠見書房，p. 86
などが挙げられる。深刻なものとしては児童生徒の
自殺もこのレベルの危機と言えよう。このような場
合は、教職員はもとより保護者を含めた関係者が協
力体制を構築した上で対応しなければならない。ま
た、個人レベルの危機への対応と同様に外部の専門
機関の支援を求めることも重要となる。
最後に地域レベルでの危機とは、次のようなもの
が考えられる。校外で児童生徒が誘拐などの事件に
巻き込まれたとき、また、社会全体を震撼させるよ
うな児童生徒が対象となる殺傷事件が起こったと
き、大震災等の自然災害によって学校そのものが大
きな被害を受けたときなどが挙げられる。このよう
な場合は、学校のみでは到底対応できることではな
い。迅速に警察、消防などの救援専門機関や場合に
よっては自衛隊等の緊急支援部隊の救援も受けなく
てはならない。
以上のように学校危機は個人レベルのものから地
域レベルのものまでと幅広い。当然ではあるが個人
→学校→地域と危機に巻き込まれる範囲が拡大して
いくことは、より組織的な対応が必要となるという
ことである。
 学校への危機介入と緊急支援
（）学校危機への介入
危機レベルに差こそあれ、学校コミュニティに危
機が生じたとき、何らかの援助が必要となる。個人
がもつそれまでの行動パターンでは対処困難な危機
に陥った場合、自身で適応できる水準まで機能回復
することを助けること、これがいわゆる「危機介入」
と呼ばれるものである。言い換えれば、危機介入と
は、危機状態にある人の苦悩や苦痛、あるいは混乱
した精神的状態を安定させ、軽減させるための応急
措置のことである。この危機介入の目標は、個人が
今まさに直面している危機状況を正しく把握した上
で、迅速にその心理的危機を取り除き、危機に陥る
以前に保持していた機能水準を取り戻すことにあ
る。
コミュニティ心理学の立場をとる山本（1986）は
危機介入に当たって、「成長促進アプローチの視点、
支援組織作りの具体化、新しい相談サービスの開
発、黒子としての専門性の生かし方の開発｣5)とい
う
つの視点が重要であると指摘している。すなわ
ち危機介入は、コミュニティを支援するという視点
に立って行う必要があるという考え方である。
学校コミュニティにおける個人レベルの危機や学
校レベルの危機を想定した場合、この山本が指摘す
るコミュニティ支援の考え方が有効であると考え
る。なぜなら、個人の危機に対する応急処置が済め
ば、次は成長促進を促す視点で対応すべきであり、
また個人の危機から影響を受け集団が混乱している
場合や学校レベルの危機で教職員も含めて混乱状態
にある場合などは、支援組織の構築や新しい相談窓
口の開設、外部人材の黒子的関わりが極めて重要に
なると考えるからである。すなわち、学校コミュニ
ティが本来もつ機能を回復するためにはコミュニ
ティ全体への支援が不可欠であると言える。
（）緊急支援
「危機介入」に対して「緊急支援」という用語が
ある。福岡県臨床心理士会（2001）は事件・事故の
直後に、学校コミュニティが児童生徒の反応を受け
止め、健全な成長・発達を支援するという本来の機
能を回復するために行う援助活動を「危機介入」で
はなく「緊急支援」と呼んでいる。このことについ
て前出の窪田（2005）は「それは個人の危機への直
接的な介入ではなく、コミュニティが構成員に対し
て行う『危機対応』を後方支援するものであること、
事件・事故後できるだけ早い段階で緊急に支援する
ものであることによるからである。また、介入とい
う語の侵入的なニュアンスを排除し、あくまでも学
校コミュニティの主体性を重視することを明確にす
る意図もあった。｣6)と解説している。とりわけ外部
人材が緊急時に学校に参入するような場合、本来、
校内の教職員を後方支援することがねらいであるの
で、緊急支援という用語の方がなじみやすことは事
実であろう。
 学校臨床心理士による初期介入とし
ての緊急支援
個人レベルの危機や学校レベルの危機に対して、
学校内で緊急支援チームを編成して対応することが
望ましいが、実際の現場では緊急支援とりわけ心理
学校心理臨床における危機介入と緊急支援
【T：】Edianserver／【関西学院】／教育学論究／第 6号／
／山本健治  校
187
5）山本和郎（1986）コミュニティ心理学、東京大学出版会，pp. 63-68
6）窪田由紀（2005）「緊急支援とは」『学校コミュニティへの緊急支援の手引き』福岡県臨床心理士会編、金剛出版，
p. 46
的なケアについては SC や教育委員会が派遣した精
神科医や臨床心理士などに委ねられることが多い。
ここでは、学校危機に際して緊急時に外部の臨床心
理士として関わった筆者の経験を通して、初期介入
としての緊急支援のあり方について解説する。
（）被害状況に関するアセスメント
まず初期介入としての緊急支援を進める上で最も
重要なことは「関与しながらのアセスメント」だと
考えている。すなわち緊急時とはいえ、やみくもに
関わり始めるのではなく、関与しながらも正確なア
セスメントを怠ってはならないということである。
①被害内容と状況の把握
学校関係者並びに緊急支援を担うスタッフとし
て、まずは事故や事件による被害状況を正しく把握
することが急務である。しかしながら被害が深刻で
あった場合などは関係者と言えども正確な情報を把
握することが難しいこともある。いかに正確な情報
を収集するかがその後の関わりにとって重要である
ことから、慎重に行う必要がある。
②要支援者の特定と傷つき度の把握
直接被害に遭った者、被害を目撃した者などトラ
ウマ体験をした要支援者の特定は初期介入において
欠かすことができない。また、その傷つき度合いは
その後の心的ストレス反応とも密接に関連するだけ
に要支援者がどの程度傷ついたのか、直接聞き取る
こととあわせて周囲からの間接的な情報も収集した
上で総合的に判断しなければならない。また、被害
を目撃した者も二次的な被害者であることは間違い
ない。そこで直接被害に遭った者同様に傷つきの度
合いの把握に努めなければならない。
③支援の優先順位の決定
支援の優先順位については、被害状況や傷つき度
によって判断しなければならない。しかしながら死
亡事故などの重篤なケースになればなるほど、優先
順位の決定とは別にその支援を躊躇してしまうこと
がある。特に学校内でそのような出来事が起きた場
合は、その傾向が強いと言われている。しかし、こ
の躊躇が後々問題を生み出すことになりかねない。
このことに関連して藤森（2005）は「遺族や家族は
後回しにされたと感じ、『自分たちが大切に扱われ
ていない』という激しい怒りの感情に襲われ、学校
に対して不信感を募らせていく。｣7)と警告してい
る。すべての被害者に対して初期介入として支援を
すべきかどうかは別としても、被害者が今、何を求
めているかということについては慎重に聞き取りを
進めていかねばならない。
（）被害者の心の理解
危機に遭遇すると人は一時的ではあるが精神的に
混乱状態に陥る。そのことに伴い現実適応能力が急
激に低下してしまうこともある。不安や恐怖に苛ま
され、疲労感、焦燥感が募り、ある者は自信を失い、
またある者は悲嘆に明け暮れる。しかしながら、こ
のような心理的状態は一過性のものであり、重篤な
精神疾患が示すような反応とは異なる。むしろ人が
異常事態に置かれた時に現れる正常な反応と理解し
た方が良い。症状がか月以上続く外傷後ストレス
障害（Posttraumatic Stress Disorder/PTSD）に対
して、症状がか月以内に限定される急性ストレス
障害（Acute Stress Disorder/ASD）のように、通
常は数週間で精神的混乱が収まることが多い。前出
の上地らは図のように、この数週間の間に被害者
は「不安と恐怖」「否認と逃避」「怒りと攻撃」「自
責と罪悪感」「悲嘆と無力感」といった異常な情緒
的反応を経た後に「現実適応感」を取り戻し回復へ
と向かうと指摘している。
①不安と恐怖
まず最初に危機に伴う強い衝撃によって不安と恐
怖が引き起こされる。この時は通常の対処機能はほ
ぼ停止状態と言える。
②否認と逃避
危機に際し、現実に起こった出来事を認めること
ができず、否認しようとする。上地（2003）はこの
ことについて、「現実逃避のための自己防衛の機能
が強く働く状態が起こるため｣8)だと解説している。
③怒りと攻撃
自身に襲いかかった危機が現実のことであると理
解できるようになると、今度は危機を起こした原因
や犯人探しを始め、その対象に対して激しい怒りを
ぶつけるようになる。
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7）藤森和美（2005）学校トラウマと子どもの心のケア、誠信書房，p. 10
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④自責と罪悪感
外に向かっていた怒りと攻撃が収まってくると、
今度は自分自身を責めるようになる。すなわち、こ
のような事態になったのは自分の今までの行いが悪
かったからではないかと自責の念に駆られ、徐々に
罪悪感に苦しめられる。
⑤悲嘆と無力感
次に、いよいよ自分に降りかかった危機を現実の
ものとして受け止めたものの、自分一人の力では越
えられない壁の大きさに無力さを感じ、半ばあきら
めの気持ちがわき起こってきて、悲嘆の日々を繰り
返すことになる。
⑥現実適応感
上記に示したような通常では体験し得ないような
情緒的反応を示しながら、身近な周囲の人達から温
かく受け止められ、また、専門家による心理的なケ
アを受けることを通して、現実適応感が蘇ってくる
と言われる。
（）危機時のストレス反応
体験した危機が深刻であればあるほど、被害者に
与える心の傷は大きい。そして初期対応としての緊
急支援が十分でなかったとき、すなわち心理的なケ
アを十分施されず放置された被害児童生徒は ASD
に留まらず、トラウマは延長し PTSDへと進行し
ていくことになる。危機時の被害児童生徒が示す特
徴的なストレス反応を以下、表に示す。
（）被害児童生徒へのサポート
危機を避けられなかったことは不可抗力として
も、初期の危機介入である緊急支援では、被害者の
心の傷を最小限にくい止めることが重要である。
学校内で突発的な事件・事故が起こり被害児童生
徒や目撃者にトラウマ反応がでると、外部から臨床
心理士等が緊急派遣され対応することがよくある。
しかしながら、緊急時こそ保護者や学校関係者と
いった身近な人がトラウマ体験をした被害者をサ
ポートすることは大変意義深い。初めて出会う人で
はなく身近な人であるからこそ、気持ちが支えら
れ、回復が促されることがある。外部から派遣され
緊急的に学校に参入した臨床心理士等にとって、こ
のサポートに対する後方支援こそがその役割の中心
となる。
では、そのサポートとは具体的にどのようなこと
を行うのか。特に重要だと思われる内容を以下点
に分けて要約する。
①理解を援助する
被害児童生徒は自身でトラウマ反応を理解するこ
とが難しい。そこで身近な周囲の人は「今起こって
いるトラウマ反応が決しておかしいことではなく、
誰にでも起こり得ることなので心配いらない。」と
いうことを何度も伝えることである。そのことを通
して、被害児童生徒は自身に起こっている心身の反
応の意味を理解できるようになる。
②生活を援助する
トラウマ体験直後は、日常生活すらままならない
こともある。食事、睡眠、衣服の着脱等、まさに衣
食住において様々なトラブルが生じることがある。
そして被害児童生徒は幼児返りを起こしていること
も考えられるので、年齢や発達段階を意識しない
で、とりあえず献身的な援助を行うことが有効であ
ろう。
③セルフケアを促進する
被害児童生徒は、ややもすると悲観的、消極的な
考え方に陥ることがある。すでに述べたように、本
人の理解を援助したり生活を援助することも重要で
あるが、本来自らが持っている回復力を引き出す援
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図 危機発生に伴う情緒的反応の経過（上地ら，2003）
摂食に関するトラブル
行動面でのトラブル
心身に現れるトラブル
学校への不適応
睡眠に関するトラブル
表 危機時の被害児童生徒が示す特徴的なストレス反応
学校への関心の低下、不登校、無気力、
集中力の欠如、ひきこもり 等
原因不明の発熱、手足の震え、動悸、
体調不良、抑うつ気分、心気症 等
幼児帰り、甘え、指しゃぶり、べたつ
き、夜尿、反抗的態度、暴力をふるう
等
食欲不振、過食、拒食、嘔吐 等
過覚醒、夜が怖い、一人で寝られない、
悪夢、夜驚 等
助もまた重要となる。そのためには付かず離れず、
寄り添いつきあうことが基本となる。本人ができる
ことに対する過保護・過干渉は避け、そっと見守り、
一方、一人で何かを達成できたときは称賛を忘れ
ず、自信につなげていく関わりが重要となる。
 緊急支援プログラム構築の重要性
学校コミュニティおける危機に対する緊急支援
は、個人はもとより学校コミュニティが本来持つ機
能を回復させることにある。そしてこれは教職員が
中心となって進めていかねばならないことでもあ
る。しかしながら、この教職員もまた支援の対象で
ある場合もあるし、保護者にあっても同様である。
このような時、外部の臨床心理士等に緊急支援の要
請が入り、学校での心理的ケアを任されることにな
る。前出の窪田ら（2005）はこのときの心理的ケア
の本柱として、教職員、児童生徒、保護者のそれ
ぞれを対象とした緊急支援プログラム構築の必要性
を指摘している。以下、そのことを参考に筆者の考
えを述べる。
（）教職員対象プログラム
このプログラムは教職員が動揺しないで児童生徒
に対応できるようになるために行うものである。内
容的には危機状況下において起こるであろうトラウ
マ反応やその対応法についての理解に関する情報提
供である。また、児童生徒への対応のあり方を具体
的に伝えることも重要である。そして何よりも最初
に行うこととして、教職員の傷つき体験を個々に確
認し、児童生徒のケアに耐えうるかという判断もし
なければないない。
（）児童生徒対象プログラム
児童生徒対象支援プログラムは、基本的に当該学
校の教職員が行うべきである。しかも SC が配置さ
れている学校では、教職員と SC の協働体制のもと
で当たることが望ましい。ここで、優先すべきこと
は、児童生徒に事件・事故等の事実について正確に
伝えることである。次に個々の児童生徒の心の健康
状態を調べる必要がある。そのためには簡便な調査
票等を用いて児童生徒の内面を知る方法もある。そ
して最後に担任等教員による個別の面談を実施する
のが望ましい。では、ここで外部から参入した臨床
心理士等はどう関わるべきなのか。やはりここでも
基本は後方支援である。そして主な役割は教職員へ
のコンサルテーションであり、あくまでも、直接的
な関わりは教職員に委ねるべきである。しかしなが
ら、被害の程度が激しく、また極度に不安定な児童
生徒がいる場合などは、臨床心理士等が直接面接を
実施し、医療機関もしくは専門機関へのリファーを
検討することもある。
（）保護者支援プログラム
学校コミュニティおいて緊急支援を進める際、ま
ずは児童生徒を支援するために教職員対象プログラ
ムを実施した上で、次に児童生徒対象のプログラム
を実施することが望ましい。そして最後に保護者対
象のプログラムを実施するのが一般的であろう。保
護者も支援の対象とする理由は、被害児童生徒を最
も身近な家族として家庭でサポートする前に、まず
保護者の心の安定を図らねばならないからである。
そのためには保護者支援のためのプログラムも不可
欠である。内容として事件・事故等事実に関する報
告がまず最初に行われるべきである。その報告会の
中で児童生徒に対する学校としての対応と経過並び
に今後の支援体制について理解してもらう必要があ
る。一般的に学校内の出来事に対する可視性は低い
という理解のもとに、保護者に対しては丁寧に説明
すべきである。ここまでは学校教職員の中でもとり
わけ学校長・教頭といった管理職が行うべきことで
あろう。次いで児童生徒の身体的・心理的反応及び
その対応の仕方等については専門的な見地からの助
言が必要となる。この部分については SC や外部か
ら参入した臨床心理士等が担うべき内容である。こ
のとき緊急時に発生しやすいデマや流言に流されな
いように十分配慮することも忘れてはならない。
以上、教職員、児童生徒、保護者それぞれの対象
者別に支援プログラム構築の重要性を述べてきた
が、学校を管轄する教育委員会の役割も大きい。当
該教育委員会は事実確認を急ぐとともに、場合に
よっては警察等と連携しながら学校現場で陣頭指揮
を執ることも迫られる。また、必要に応じて臨床心
理士会等関係団体にも連絡し協力要請をしなければ
ならないこともある。
最後に、要請を受けて学校現場に参入する臨床心
理士等にとって何が重要なのかを述べる。臨床心理
士等は事前に緊急支援に関する研修を十分積んでお
き、常に教職員、児童生徒、保護者への支援を担え
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る資質の向上に努めておかねばならない。参入後は
学校関係者と十分連携を図りながら危機レベルを見
極め、時には個々の事例への対応とは別に、機能不
全となっている学校コミュニティ全体に対して支援
プログラムを展開していく必要がある。
 まとめ
児童生徒が被災したり、事件・事故に巻き込まれ
た場合などは、学校は大きなストレス状況下に置か
れる。その結果、個人または学校コミュニティ全体
までもが危機的状況に陥ってしまうことがある。そ
の際、児童生徒への直接的な支援は学校教職員が担
うべきであり、緊急派遣された臨床心理士等は基本
的には後方支援に当たるべきであるいうことはすで
に述べた通りである。しかしながら後方支援とは言
え、児童生徒、教職員、保護者の支援においては重
要な役割を担っている。とりわけ混乱期に冷静な立
場で危機を見立てることが求められる。すなわち危
機レベルを正しく把握し、その上で学校コミュニ
ティにおける混乱の諸相や度合いを分析しなければ
ならない。また第一次支援者である教職員が児童生
徒の支援要員として耐えうるかどうかを見極めた上
で緊急支援プログラムの構築を目指さなければなら
ない。その際、教職員との協働はもちろんのこと、
学校管理者である教育委員会や派遣元である臨床心
理士会とも十分連携を図りながら対応する必要があ
る。すなわち、緊急時であるからこそ、関係者間で
連絡を密にしておくことが重要となる。そのために
も普段から可能な限り関係者間で合意形成を進めて
おくことが緊急時に大いに役立つと思われる。
次いで教職員、児童生徒、保護者対象の緊急支援
プログラムでは、関係者間の十分な打合せと内容確
認の上、準備を進めそして実施へとつなげていく必
要がある。ただしプログラムの実施と並行しながら
も個人や全体に対するアセスメントを怠ってはいけ
ない。場合によっては臨機応変に内容を変更するこ
とも余儀なくされることもある。
最後に、緊急支援はあくまでも危機への一時的な
支援に過ぎないという大前提を再確認しておく必要
がある。そして緊急支援の予後をしっかりと見守り
ながら、フォローアップしていくことも臨床心理士
等に課せられた大変重要な役割の一つであるという
ことを忘れてはならない。
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